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○川上理事長（司会）　それでは、続きまして、「産業医研修会への産業衛生学会の貢献の
方向性」につきまして、産業医科大学の会場から日本産業衛生学会の森晃爾副理事長にご
説明をお願いしたいと思います。森先生、よろしくお願いいたします。
○森副理事長　産業医科大学の会場から、本日講演をさせていただきます、森と申します。
本日は大変貴重な機会を頂きまして、ありがとうございます。
　今回の協議会組織の設立目的は、全ての働く人のために産業保健を提供するという共通
の目標に向かって、産業医の質を向上するということだと理解しております。日本産業衛
生学会に大きな期待をかけていただきまして、大変ありがたく存じております。一方、日
本産業衛生学会は、学術団体という性質がございますので、これまで必ずしも研修事業と
いうものが最大の目的ではなかったことも事実であります。本日は、最初に日本産業衛生
学会の全体像をご紹介いたしまして、この学会が今回の協議会の取り組みにどのようなポ
テンシャルを持っているのかということをご理解いただければと思っております。
　日本産業衛生学会は公益社団法人でございまして、設立は１９２９年です。【資料 8-1】

　もう既に９１年目に入っております。現在、会員数が８２１８名で、最近、会員になっ
ていただける方が徐々に増加傾向にあります。毎年２００名から３００名会員が増加して
いる状況ですので、このまま１００周年を迎えると１万人まで到達するのではないかと
いった状況になっております。これもひとえに、皆様と一緒に産業保健を盛り上げさせて
いただいているということの成果ではないかと理解しております。
　会員は多職種で構成されていることが、日本医学会の分科会の中でも大きな特徴だと理
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解しています。会員の５０％ほどが医師会員です。会員数が年々増加しておりますが、医
師会員は常に５０％を少し超えるぐらいです。それから、３０％が保健師または看護師の
会員であります。その他が約２０％でありますけれども、その２０％には歯科医師、衛生
技術者、欧米ではハイジニストと呼ばれていますけども、そのような職種や心理師、管理
栄養士、さらには、最近では社会保険労務士とか弁護士とか、さまざまなバックグラウン
ドを有する会員が増加しております。
　学会は、本部に理事会、業務執行理事会を置いた上で、委員会、地方会、部会、研究会
などの組織をおいて、運営をしております。【資料 8-2】

　委員会には、後ほどお話しする雑誌編集を目的とした編集委員会、許容濃度に関する委
員会、学術委員会、その他の常設委員会があり、また非常設の委員会を適宜立ち上げてお
ります。今後、学会の発信力を強化するということを目的として、現在、広報委員会の立
ち上げに向けて検討をしているところでございます。
　このような組織が本部機能として位置付けられていますが、日本産業衛生学会の活動の
かなりの部分は地方会活動が基盤となっております。地方会として北海道から九州まで９
つの地方会がございます。さらに、職能別の組織として、産業医部会、産業看護部会、産
業衛生技術部会、産業歯科保健部会という四つの職能部会がございます。また、これも後
ほどご紹介いたしますが、産業衛生の世界はかなり幅広い分野で構成されているために、
それぞれ突っ込んだ研究を行うには、学会という大きな組織だけでは困難でありますので、
３０の研究会を立ち上げて、それぞれで切磋琢磨しているという状況でございます。
　次の資料は地方会の位置づけでございます。北は北海道から東北、関東、北陸・甲信越、
東海、近畿、中国、四国、九州という九つの地方会がございます。【資料 8-3】
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　医師会は都道府県単位でございますので、地方会単位の日本産業衛生学会が連携する上
でどのように整合性を図るかは一つの課題と認識しています。このような地方会ごとに、
毎年地方会学会を開催したり、研修会を開催したり、ニュースレターを発行したり、その
他独自の活動を行っています。さらには、先ほど職能部会のご説明をしましたが、地方会
の中でも産業医部会とか産業看護部会のような大きな部会は活動しておりまして、地方会
と職能部会が、ある意味でマトリックスのような形になって活動しているのが日本産業衛
生学会の特徴です。
　次の資料は、昨年末の段階での日本産業衛生学会に存在する研究会のリストです。【資
料 8-4】
　研究会の中にはかなり歴史の長いものもございます。しかし、十分な活動をしない研究
会が増え、研究会数だけが多くなることを防ぐために、昨今、研究会に対して存続するた
めの一定の活動要件を定めました。要件を満たせない場合には解散になるという少し厳し
い運営をしております。そういったこともありまして、昨年度解散になった研究会がある
一方で、新たに四つの研究会が新設されております。その中には、例えば産業保健ＡＩ研
究会、遠隔産業衛生研究会といったように、時代に合った、新しいテクノロジーを産業衛
生、産業保健の分野にどう使うのかといった前向きの研究会も存在しております。このよ
うに、地方会、職能部会、研究会といった、さまざまな形で学会員が集まって学会活動を
行っているというのが日本産業衛生学会でございます。
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　学会として、世の中にどのように貢献していくかが重要と認識しています。日本産業衛
生学会は学術団体でございますので、貢献の大きな柱は学術雑誌の刊行でございます。【資
料 8-5】

　和文誌と英文誌がございまして、和文誌は「産業衛生学雑誌」、これは年に６巻出して
おります。それから、英文誌「Journal of Occupational Health」、これは今年度からオー
プンジャーナル化をしました。このオープンジャーナル化によって、学術雑誌としてのレ
ベルが向上傾向にございます。一方で、産業保健活動、産業衛生活動というのは実践の学
問でもございますので、そこを補うために、今年度新たに「Environmental and 
Occupational Health Practice」という、どちらかというと実践寄りの英文誌を創刊い
たしました。今年度からこの３種類の学術雑誌の刊行を行っているところでございます。
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　日本産業衛生学会の最も大きなイベントは春の学会でございます。また、秋には四つの
職能部会が中心になって開催します全国協議会という、少し実践寄りの集会がございます。

【資料 8-6】

　先ほどお話ししましたように、会員数が増えているということもございまして、毎年、
春の学会は４５００名以上、秋の全国協議会も１０００名を超える参加者がいるという、
大変な盛況になっております。この規模になってくると、どこの会場を選ぶのか、運営を
どのように円滑に行うのかということが課題になってきておりまして、うれしい悲鳴を上
げているところであります。このような全国集会は、基本的に地方会が持ち回りで担当す
ることになっており、当番地方会が企画運営委員会を立ち上げ、企画運営委員長の下で企
画と運営を行うことになっています。そのことによって、地方会の組織も活性化されると
いうのが日本産業衛生学会の現状でございます。
　一方、人材養成に関しましては、学会として産業保健を担う専門家を養成することが重
要な役割となってきています。【資料 8-7】
　まず、産業医に関しましては、１９９２年に制度を発足し、１９９３年度から認定を始
めました学会の認定専門医、これは産業衛生専門医と呼んでいますが、そうした専門医制
度がございます。現在は社会医学系専門医協会が運営する社会医学系専門医制度のサブス
ペシャリティーという位置づけで、他の社会医学系の先生たちと一緒に専門医制度を運営
するという方向になっております。現在、専門医の数が６００名弱でございますけれども、
毎年３０名ずつぐらい積み上げて、やっとここまで来たという状況であります。
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　一方で、産業保健看護職に関しましても専門家制度を２０１５年に立ち上げました。産
業保健は地域保健に比べて、現任教育の体制がかなり弱い状況にありまして、それぞれの
企業の実情に委ねられてしまっているところがあります。そのような問題意識もございま
して、２０１５年度にこの専門家制度を立ち上げました。専門家と指導者に相当する上級
専門家を合わせますと、経過措置を経て現在５７０名が登録しています。さらにこの専門
家を目指して研修に入っている看護職を合わせますと、全体の登録者が１２３５名という
ことで、かなりのパワーを持った取り組みになってきている状況でございます。
　日本産業衛生学会は２０２９年、１００周年を迎えます。その１００周年を目指した今
後の重点活動を５月の総会で定めたところであります。【資料 8-8】
　重点活動事項は基盤、学術活動、実践活動、人材の育成と多様化、発信ということに分
かれていますが、特に下の二つ、会員を含めた産業衛生従事者の実践力向上につながる情
報の発信、産業衛生に関わる学会員以外の人材の資質向上の支援、教育機関における産業
衛生教育への貢献が、本日のテーマと関連した項目と認識しております。それ以外にも、
赤字で書きましたように、学術活動によって生み出される情報の積極的発信、増大する学
術情報の集約化と実践につながる価値のある情報の提供などは、その内容が専門研修につ
ながってまいります。さらに実践活動では、学術活動の成果を活用したエビデンスに基づ
く実践活動の推進、人材の育成と多様化では、常に変化する産業社会に対応できる高度専
門職の育成といったものに、日本産業衛生学会１００周年を目がけて重点的に取り組んで
いきたいと考えております。
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　このような取り組みは、学会として最新の科学技術を活用するというだけではなく、最初
のところでお話をしましたように、全ての働く人を対象とする実践活動を推進するという、
産業保健の国際的にも認められている重要な課題への対応にもつながります。【資料 8-9】

　資料の一番下にございますように、１００周年となる２０２９年までの１０年間に向け
て、ぜひこのような取り組みを皆様の協力を得ながら進めていきたいと考えております。
　以上、日本産業衛生学会がどのような学会で、どのような体制で、どのような人材がい
るかという基盤のご説明をいたしました。産業衛生学会は、学術基盤を基にしながら、人
材育成をある意味専門家集団の中で行ってきました。今後、より広い貢献を行うべく、産
業医の資質の向上のために、この基盤を皆さんと一緒に活用していきたいと考えているわ
けでございます。【資料 8-10】
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　日本産業衛生学会がこんなこともできる、あんなこともできるという宣伝のように受け
取られたかもしれませんが、実際のところ学会組織というものは、会員間の連携が極めて
緩やかな組織でありまして、理事長がこれをやれと命令したから全員がその方向を向くわ
けでもありません。それから、それぞれの地方会に十分な事務機能があるわけではなく、
都道府県医師会館とか産業保健総合支援センターのような自前の施設を持っているわけで
もございません。要は、専門人材はいるが、その基盤をもとに世の中に貢献していこうと
したとき、大きな弱点を持っているということも事実であります。
　そういったこともあって、これまで日本産業衛生学会が行っている産業医向け研修会は
必ずしも十分ではなかったというように認識しております。学会、全国協議会、地方会学
会は行っていましたけれども、それ以外は、学会開催時に、その学会が行われた地域の医
師会と連携して特別研修会を開催して、地域の医師の皆さんを中心に受講いただいたと
いった活動に限定されされます。加えて、産業医プロフェッショナルコースという１泊２
日のテーマを絞った、かなりテーマごとの深い内容の研修会を行ってきました。【資料
8-11】
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　ただ、それ以上の研修会、体系的な研修事業を行ってきたというわけではありません。
そう考えますと、日本産業衛生学会が今後貢献していくためには、日本産業衛生学会の資
源をどう活用していくかが重要でございます。これについては、本日ご参加のさまざまな
団体の皆様と連携をしていく、それぞれの強みを生かしながら連携するということがとて
も重要だと認識しております。
　そうしますと、日本産業衛生学会の当面の貢献の可能性としては、都道府県医師会と連
携をしながら、産業医研修会を共催していくことが考えられます。【資料 8-12】

　さらには、専門的なプログラムを開発・提供する、テーマに合った講師を推薦し、派遣
をするといったこともあると思います。いずれにしても、提供される研修内容は、時代と
ともに変化する産業保健ニーズに合ったものである必要がございますので、３０の研究会
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を持つ日本産業衛生学会の幅広い分野が生きるのではないかと考えています。
　最初にお話ししましたように、産業保健活動というのは多職種で取り組むべき活動でご
ざいます。産業医の力だけでは全てできるわけではないということを、実際の活動の中で
はいつも痛感します。そのような意味で、日本産業衛生学会が多職種で構成されていると
いうことの強みも生かしながら貢献をしていけるのではないかと考えております。
　先ほど、日本産業衛生学会が活発に地方会活動を行っていることをお話いたしました。
地方会でありますから、都道府県医師会と都道府県ごとに連携といった場合に、なかなか
うまくマッチできない可能性がございます。
　そこで、今日の講演に向けて、会員の分布状況を少し調べてみました。【資料 8-13】

　地方会の中に都道府県単位の窓口を設置していこうとすると、そもそも各都道府県に何
人会員がいるのかという詳細なデータが必要になります。各県の横に記してある数字は会
員数、それから、医師資格の会員をカッコ内に入れてあります。会員数が一番少ない都道
府県が鳥取県で、会員数１７名でうち医師会員が７名でございます。一番多いのは当然の
ことながら東京都でありますが、会員数２１３２名、医師会員１０４６名になっておりま
す。それぞれの都道府県ごとということになると、会員数にこれだけ偏在もありますので、
それぞれの分野の専門家を県の中だけで探すというのは難しいと思います。そこで、地方
会レベルの連携と都道府県の窓口を、うまく融合しながら関わっていくことがいいのでは
ないかと考えております。
　それでは、そもそもどのような研修をしていくのがよいのでしょうか。【資料 8-14】
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　実際に産業医研修を受け、産業医として活動することを想定すると、一般的な産業医活
動の実践につながるようなトピックスがあります。例えば、職場巡視や職場復帰支援、健
診の就業区分や面接指導のような内容です。
　二つ目に、この後も出てきますが、法令改正が昨今頻繁に行われておりますので、タイ
ムリーに新しいルールを重点的に学ぶというトピックスもあろうかと思います。一方、テー
マによってはかなり専門的なトピックスもあるかもしれません。例えば今、企業の中での
ニーズは感染症対策でありますし、新型コロナ感染症が仮に落ち着いた段階でも、すぐに
やらないといけないのは、感染症に対する事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しということに
なろうかと思っています。このような専門的なトピックスの研修も必要と考えており、こ
れらの三つに大きく分かれるのではないかと考えております。
　産業保健の分野では法令改正がかなり頻繁にされております。【資料 8-15】最近の労働
安全衛生法レベルの改正だけでも、皆さんご存じのように、産業医の勧告権の強化があり
ましたし、その前にはストレスチェックの義務化がありました。また、健康増進法の改正
で、受動喫煙対策の強化も行われました。さらに、省令レベルになりますと、この７月か
ら特殊健康診断の項目が大きく変更になることになっております。さらに告示・通達レベ
ルに至っては、毎年幾つもガイドラインや指針が出ております。１９８９年にできたＴＨ
Ｐ指針が今年大幅に見直されましたが、そういうことも含めてかなりの指針が出ています
ので、それにどうやって対応していくかも大きな課題です。これは１０万人の認定産業医
の先生方、その中で更新をされている先生方に、あまねく理解をしていただかなければい
けないテーマなのかもしれません。
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　それから、直接的に産業医活動の実践につながるトピックスについてもお話をしたいこ
とがあります。２０１２年から２０１３年に、産業医学振興財団から、当時の理事長は櫻
井治彦先生でございますけれども、テーマを頂いて委託研究を行いました。当時、私は産
業医科大学の産業医実務研修センターのセンター長として、大学の産業医研修提供の責任
者であったこともありまして、この研究テーマを頂きました。その際の宿題は、そもそも
産業医が求められる幅広いニーズに対して、適切に活動ができるようになるためには何時
間研修が必要か、数字を出してほしいということでございました。【資料 8-16】

　そこで、一般的に行うべき産業医の活動の項目をまず挙げることにしました。項目を書
き出すと４５項目になりました。４５項目と聞くと、そんなにあるのかなと思いますが、
例えば職場巡視という活動も、実際には職場巡視を準備して実施するまでと、職場巡視の
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報告書を作成するというのは違う段階でありますので、それを別の項目として挙げると、
全体４５項目になったということです。そこからいくつかの項目について実際に実地研修
のプログラムを作って、いくつかの県医師会の研修で提供し、その実地研修を行うことに
よってどのぐらい効果が上がるか検証しました。
　例えばこのグラフは、復職面談の映像教材を利用し、復職可否の判定及びその後の職場
で必要な配慮についてグループディスカッションを交えながら検討するという実習の結果
であります。この研修の目標は、メンタルヘルス不調に係る面談を行い、労働者の健康を
保持するために必要な措置について意見を述べることができるようになることです。グラ
フは、研修を行う前と後に、参加者に、この業務なら取り組む自信があるという自信レベ
ルを１０段階で評価したものを表したもので、青が研修前、赤が研修後の結果です。たか
だか９０分の研修をしただけで、これだけ自信レベルが変わるということが分かります。
もちろん、研修に参加された先生方のポテンシャルは非常に高いということかもしれませ
んが、個別テーマを体系立って説明し、疑似体験する実習を行うことによって、かなり効
果が上がるという確信を持ちました。
　これを４５項目に適用しますと、実地研修に合計１２６時間必要ということになります。
現状の基礎研修の５０時間、または認定産業医の更新に必要な５年間で２０時間という数
と比較するとかなり長いので、優先順位をつけなければならないという考察をして報告書
を提出しました。いずれも、実地研修を上手に使っていくと効果が上がるのではないかと
考えております。
　続いて、日本産業衛生学会の専門医のコンピテンシーリストについてお話いたします。

【資料 8-17】
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　先ほどご紹介した産業衛生専門医の認定試験で、どのようなコンピテンシーを身につけ
ているかを確認する項目が６１項目あります。本日お話ししたいのは、そのリストの内容
より、コンピテンシーを身につけるためにはどのような方法がいいのかということです。
指導医の先生方を対象に調査を行ったところ、習得のために最も有効な方法が、「特定の
事例や施策の経験や深い検討」という項目が２８項目あったということです。すなわち経
験を積み重ねるのではなく、個々についてしっかりディスカッションすることが大事だと
いう項目がかなりありました。例えば産業医の倫理規範を理解し、実際の行動に結びつけ
ることができるといったようなコンピテンシーです。そうなりますと、踏み込んだ議論の
場の存在の有無が、産業医の資質向上に大きな差をもたらすのではないかと考えられます。
経験や研修の場とともに、深いディスカッションをする場が併せてあるということはとて
も大事だと認識しています。
　そうしますと、産業医研修会を企画するときに、ただいつ、行うかというだけではなく
て、どのようなテーマをどのような方法で、誰を講師として行うか、つまり、４Ｗ１Ｈが
全部そろわないと、有効な研修会企画は成り立たないわけでございます。【資料 8-18】
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　本日、日本産業衛生学会の貢献の可能性についてお話ししてきましたが、貢献にはいろ
いろな方法がございます。【資料 8-19】
　研修内容も、直接的に産業医活動の実践につながるトピックスや、法令改正の重点的な
項目、専門的な教育など、いろいろなものがあります。ただ、研修企画ができた後に講師
を選ぶ、または何も要望がなく、何でもいいからお話をしてほしいという要望に応えるだ
けでなく、学会のメンバーが研修企画、計画づくりそのものへの参画、目的合ったプログ
ラムを作り、講師を選定していくというプロセスに関わっていくことが重要ではないかと
考えております。
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　実は２０１８年の８月に、地方会単位の組織の中で、都道府県医師会との各都道府県に
おける会員の関わりについて調査をいたしました。【資料 8-20】

　一部の県では医師会の理事が本学会の会員であるところもございましたし、逆に、認定
産業医の研修会に講師として貢献しているだけという、資料で黄色くしてある県も一部ご
ざいました。ただ、多くの県が産業保健委員会や産業医部会の委員になっている、または
委員長になっている、さまざまな形で企画に既に関わっているという状況でありました。
そうなりますと、日本産業衛生学会ではそういった会員とうまく連携が取れるような形に
して、ネットワークを活用して必要なものを提供していくという体制づくりが必要になる
と考えております。今回の取り組みを行っていくために、既に先日の理事会でワーキング
グループを立ち上げて検討していくということになりました。
　最後にまとめでございます。【資料 8-21】
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　人材基盤がありながら、研修では十分な実績をまだ上げていないとは言えますが、日本
産業衛生学会は、全国組織を基盤として、産業保健を構成する多分野の人材を有する学術
団体でございます。１００周年を目指して、今後、社会への貢献を拡大する目標も明確に
しております。そのような状況でございますので、産業医の全国における資質の向上に向
けて、さまざまな形で関与し、その結果、産業医の資質向上、そして全ての働く人を対象
とした産業保健の基盤づくりのために今以上の貢献をしてきたいと考えています。そのこ
とが、当学会の発展にもつながるのではないかと考えている次第であります。
　どうもご清聴ありがとうございました。
○川上理事長（司会）　森先生、どうもありがとうございました。日本産業衛生学会理事
長としてはもう付け加えることはなくて、森先生の発表のとおりでございます。もし理事
長と齟齬がある部分があれば、副理事長のほうが大抵は正しゅうございますので、そのよ
うに受け取っていただければと思います。
　今お聞きいただきましたように、日本産業衛生学会としては、当学会の地方会と、それ
から都道府県の医師会を中心に、連携体制が取れるような形をつくろうと思っていまして、
各地方の医師会の先生方がこの後の産業医の組織をつくられたときに、そこの窓口にご相
談いただいて、計画やあるいは研修の内容などを決められるような形をこれから急いで整
えようというふうに思っております。この辺り、日本医師会ともご相談させていただいて、
ご承認いただけるようであれば、早速作業を進めたいと考えております。
　それでは、森先生、どうもありがとうございました。


